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業 務 運 営 評 価 に 関 す る 事 項
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中期目標）
業務運営の効率化に関する事項

（中期計画）
業務運営の効率化を図るため、機動的な組織運営及び効率的な業務運営に努める

とともに事務的経費の節減を実施する。
また、利水者や地域の方々との信頼関係を一層発展させるとともに、職員の意識
改革を図るため、利水者との意見交換、流域に関する勉強会の実施、広報の充実等
を柱とした「アクションプログラム」を本社、支社、局及び全事務所で実施する。

（年度計画）
業務運営の効率化を図るため、機動的な組織運営及び効率的な業務運営に努める

とともに、事務的経費の節減を実施する。
また、職員一人一人の意識改革を推進し、機構の経営理念を体現するため、平成

15年度に本社、支社、局及び全事務所で作成した「アクションプログラム」に掲げ
た取組を引き続き実施する。

（年度計画における目標設定の考え方）

平成15年度に引き続き、職員が自律的に意識改革及び自己改革を図り、地域等との信頼関係をより

一層発展させるため 「アクションプログラム」を作成し、その実施に取り組むこととした。、

（平成１６年度における取組）
■ アクションプログラム
利水者との意見交換、流域に関する勉強会の実施、広報の充実等を柱とした「アク
ションプログラム」を本社、支社、局及び全事務所で実施した。

１．情報発信・ニーズの把握
（１）ホームページ、広報紙、掲示等によるＰＲ

ホームページについては、本社、支社、局をはじめ、全ての事務所で随時更新を行
い、アクセス数は平成１５年度を大きく上回った。
また、各事務所単位での広報誌の発行を行ったり、関係利水者、地元市町村の広報
誌に当機構関連記事の投稿を積極的に行う等対外的な事業ＰＲに努めた。

（２）地域とも連携した広報の充実

機構施設の存する上流水源地域と利水者である下流市町村との交流イベント等を実
施するとともに、地元市町村等が主催するイベントにおいて、当機構の広報活動を実
施したり、ケーブルテレビやチラシの配付等の広報を積極的に実施した。
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（３）スローガンやキャッチフレーズの徹底

、 、平成１５年度各事業ごとに作成したスローガンについて 名刺や名札に記載したり
パンフレット・封筒へ印刷するなど周知に努めた。

（４）地域での意見交換会の開催

地元市町村や関係利水者等との間で、それぞれの事情や課題等について定例的に話
し合う機会を設けるとともに、施設の見学会などを実施し、機構事業への理解や要望
の把握に努めた。

（５）顔の見える事務所運営

小学生を対象とした学習会や、中高生への出前講座を実施するとともに、地域・利
水者と連携したダムの清掃活動などを実施した。

２．利水者本位体制の整備
（１）流域や地域についての勉強会の実施

流域や地域の産業、水文化、自然環境、市町村事情、水資源開発事業の経緯等につ
いて、地域の有識者の講演等による勉強会を開催し、理解を深めた。

（２）負担金・事業コスト関係データの整備・共有化

利水者の費用負担の状況等を理解し、適切な事業管理を行うため、利水者に関する
基礎データの整備を進めた。

（３）事業の経済効果に関する説明資料の作成

事業による供給水量での説明だけでなく、事業の経済効果を説明するための資料作
成を進めた。

（４）来訪者応対マニュアルの徹底

来訪者や電話への応対マニュアルによる応対を徹底するとともに、来訪者に配慮し
た看板の設置などを行った。

＜具体的な取組事例 １＞

本社においては、外部講師を招いて接客・接遇の講習会を４回開催し、延べ２０
０名の職員が参加した。これにより、職員の接客・接遇マナーの向上が図られた。
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＜具体的な取組事例 ２＞

荒川水系の荒川ダム総合事業所にお
いては、地元小学校に職員が出向く出
前授業を実施し、ダムの役割や水の大
切さの広報に努めた。

＜具体的な取組事例 ３＞

利根川水系の利根導水総合管理所に
おいては、利根大堰施設をサケが遡上

「 」 「 」する時期に サケ遡上中 の のぼり
写真-1 出前授業の様子を設置し、見学者が増大するなど好評

（荒川ダム総合事業所）であった。

＜具体的な取組事例 ４＞

木曽川水系の徳山ダム建設所におい
ては、ダム工事見学会を積極的に実施
し、年間延べ１１，０００人もの来客
者があり、職員が交替で案内に当たっ
た。

＜具体的な取組事例 ５＞

木曽川水系の味噌川ダム管理所にお
写真-2 工事見学会（徳山ダム建設所）いては、下流受益地の名古屋市民が参

加するキャンプに職員が参加し、水源
地としてのＰＲに努めた。

＜具体的な取組事例 ６＞

関西支社においては若手・中堅クラ
スの職員が、利水者及び関係機関を交

、えて琵琶湖開発施設の見学会を実施し
意見交換及び要望の把握に努めた。

写真-3 利水者等との施設見学

（関西支社）
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＜具体的な取組事例 ７＞

筑後川局においては、筑後川で行われる地元主催のイカダレースに出場するとと
もに、会場でパネル展示を行うなどＰＲに努めた。

＜具体的な取組事例 ８＞

筑後川水系の筑後大堰管理所においては、施設見学に訪れた小学生に河川ゴミの
状況について説明し、ゴミをなくす方法についてのアンケートを実施するなどの啓
発活動を実施した。

中期計画全般にわたる機構の取組（意識改革）

平成１５年度に引き続き、アクションプログラムについては、本社、支社、局及
び全事務所で策定し、取り組んでいるところである。今後も、イベント等を通じた
積極的な広報活動、地域での意見交換会等の開催、流域や地域についての勉強会の
開催等の取組を実施していくことにより、機構事業のＰＲや地域や利水者のニーズ
を反映した業務の遂行、職員の意識改革等を推し進めるとともに、利水者や地域の
方々に当機構の事業について、より一層のご理解を頂くよう努めることとする。



- 26 -

（１）機動的な組織運営
①機動的な組織運営

（中期目標）
独立行政法人として効率的な事業運営を行うために、機動的な組織運営を図るこ

と。また、職員のインセンティブ確保等による資質向上に努めること。

（中期計画）
本社においては、機構発足に併せて、利水者窓口の明確化を図る組織、中長期的

な視点に立った事業計画の立案、計画実施後の評価等の経営戦略を担う組織、事業
実施から負担金調整までの業務を一貫して担う組織の整備を実施するとともに、支
社及び局においても、利水者対応窓口機能の強化を図る。
また、複数の組織に横断的に関係する課題等に対しては、プロジェクトチーム等

の活用を図る。
さらに、新築、改築又は管理を新たに開始する施設に係る事務所については、原

則として、総合事業所（総合管理所）化等を図ることにより、効率的な組織整備を
図るとともに、既存施設に係る事務所等についても利水者の意向を踏まえつつ、可
能な限り近隣事務所間の統合を行う。

（年度計画）
効率的な組織運営を可能とするため、正蓮寺川利水施設の管理を関西支社において実

施することにより、中津川管理所を廃止する。

（年度計画における目標設定の考え方）

業務運営における一層の合理化を図るため、組織の機能を見直し、統合を推進する。

（平成１６年度における取組）

機動的な組織運営■
１．組織統合
近隣事業所における統合化を推進するため、 、平成１６年４月関西支社においては

に中津川管理所を統合し、中津川管理室を設置した。この統合により、事務、機械及
び電気部門の合理化が図られた。

図-1 中津川管理所統合前後

関西支社

副支社長   副支社長

（５５名）

統合前（職員計５９名）

（４８名）

中津川管理所

（１１名）

所長代理

関西支社

事業部 ６課 事業部 ６課

総務部 ２課

（平成１５年度） （平成１６年度）

総務部 ２課

室長代理中津川管理室

統合後（職員計５５名）
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２．組織のフラット化（課・係体制の廃止）
年度計画の計画項目に加え、機動的な組織運営等を行う観点から、平成１５年度に

管理所において実施した組織のフラット化（課・係体制の廃止）について、平成１６
年度には、総合事業所、総合事業所、建設所、調査所において係体制の廃止を実施し
た。このフラット化により、事務所全体に関わる事案について、職種を越えた人材配

、 、置を行って業務に当たることができるようになり 臨機応変な対応が可能となるなど
効率的な業務執行を行うことができるようになった。

３．決裁手続の簡素化等
機動的な組織運営及び効率的な業務運営を図るため、全社的に決裁項目及び決裁権

限を大幅に見直し、できる限り権限を下位に委譲するなど文書決裁規程の見直しを行
い、平成１７年度から実施するとの方針を平成１６年度に決定した。これにより、意
思決定を迅速化し、業務の効率化・合理化を図ることとした。
また、各種業務に関する効率化・簡素化を図った 〔詳細については、自主改善努。

力に関する事項（Ｐ．２７８）に記載 。〕

４．徳山ダム建設事業に係る土地の取得等について
徳山ダム建設事業に係る土地の取得等に関して、監事監査及び理事による点検の結

果２件の不適切な事案が明らかになった（事案の概要についてはＰ．５７参照 。）
このような不適切な事案が生じた背景としては、組織としての一体性に欠け、本社

が現場の悩みを共有できなかったことがある。
機構としては、本・支社局と現場事業所が課題を共有した上でそれらに対処できる

よう理事によるヒアリングの継続的実施等により、再発防止に万全を期することとし
ている。

今後、中期目標等における目標を着実に達成すると見込む理由

平成１６年度には、１事務所について近隣する事務所間の統合を果たし、効率
的な組織整備を進めた。今後も総合管理所化等を進めることで、中期計画に掲げ
る機動的な組織運営については、本中期目標期間中、着実に達成できる考えてい
る。



- 28 -

（１）機動的な組織運営
②新人事制度の導入・運用

（中期目標）
独立行政法人として効率的な事業運営を行うために、機動的な組織運営を図るこ

と。また、職員のインセンティブ確保等による資質向上に努めること。

（中期計画）
機構発足に併せて、職員の能力開発に寄与し、インセンティブの確保及び向上に

資するため、機構の経営理念及び組織目標の実現に向けて努力し、又は貢献してい
、 。 、る職員の能力や業績を適正に評価する能力等級制度 評価制度等を導入する また

これらの制度による評価結果を給与、さらに適材適所の人員配置等に反映する新人
事制度を導入する。なお、運用後も当該制度の改善点等の検討を行うとともに、そ
の適正な運用を図る。

（年度計画）
職員のインセンティブを確保し、その能力や実績を適切に反映するために平成15

年度に導入した新人事制度の適切な実施に努めるとともに、更なる改善点の検討を
行う。また、この評価の公平性等を確保するために新たに評価者となった職員に対
する評価者トレーニングについては、今後とも着実に実施する。

（年度計画における目標設定の考え方）

平成１６年度から評価制度について、本格運用を開始し、その適切な運用を図るため、改善点を抽

出し検討することとした。また、平成１５年度に引き続き、評価の公平性を確保するために、新たに

評価者となった職員に対して評価者トレーニングを着実に実施することとした。

（平成１６年度における取組）
新人事制度の導入・運用■

１．新人事制度の本格導入
学歴、採用年次等を重視した年功序列型の人事制度の問題を解決し、当機構の経営
理念及び組織目標の実現に向けて貢献している職員を適正に評価するため、平成１５
年度には、国に先駆けて新人事制度（図-1）を導入した。平成１６年度には、新人事
制度の本格運用を開始し、運用の際に生じた評価システム上の改善点等については、
評価者から意見聴取し検討を行い、より使い易いものに改良した。
また、制度の定着を図るために運用マニュアルを作成し、適宜改善点に対応した改
正を行いつつ職員への周知に努めた。そのほか、平成１６年度の評価結果を平成１７
年７月の給与等に反映させるための課題（出向者や休職者等の取扱い、苦情処理手続
き等）について整理した。



- 29 -

２．評価者トレーニング
、 、評価制度の公正性等を確保するため 新たに評価者となった職員約５０名を対象に

評価者トレーニングを実施するとともに、全評価者を対象に面接のコーチング講習会
を実施した。

図-1 新人事制度の構成

今後、中期目標等における目標を着実に達成すると見込む理由

新人事制度については、平成１６年度に本格運用を開始したところである。本制
度については、引き続き、改善等を行うとともに、評価者トレーニングを適宜実施
する等の取組を行うことから、中期計画に掲げる新人事制度の導入・運用について
は、本中期目標期間中、着実に達成できると考えている。

能力の等級格付

能力・業績評価 給与・業績手当

【能力等級制度】

【評価制度】 【給与制度】

　３つの制度を総合的に運用

新人事制度の構成



- 30 -

（１）機動的な組織運営
③職員の資質向上

（中期目標）
独立行政法人として効率的な事業運営を行うために、機動的な組織運営を図るこ

と。また、職員のインセンティブ確保等による資質向上に努めること。

（中期計画）
、 、 、機構発足に併せて 職員がその能力を発揮できるよう 等級別に修得すべき能力

知識等を明確にし、OJT、任用、研修、自己研鑽等を通じた職員の育成のための人
材育成プログラムを作成する。
また、職員自らが積極的に自己研鑽しやすい環境を作ることにより、現在職

員が取得している機構業務に関連する公的資格保有率（１資格１ポイントと評
） 、 （ ） 。価し職員総数で割った割合 を 1.0 平成15年４月現在 から1.2へ向上させる

（年度計画）
、 、 、 、 、人材育成プログラムに基づき OJT 任用 研修 自己研鑽等職員の育成を進め

その一つの成果として現在職員が取得している機構業務に関連する公的資格保有率
（ ） 、 （ ）１資格１ポイントと評価し職員総数で割った割合 を 1.0 平成15年４月現在
から 1.08へ向上させるため、通信講座等の各種情報を提供する等、職員が自己研
鑽しやすい環境を引き続き整備する。

（年度計画における目標設定の考え方）

人材育成プログラムに基づき、職員の自己研鑽を支援しその資質向上を図るため、資格に係る各種

情報を提供し、また、自己研鑽し易い環境の整備を行い、公的資格の保有率を目標値へ向上させるこ

ととした。

（平成１６年度における取組）
■ 職員の資質向上
１．情報提供
職員がその職務に応じて資質の向上を図れるように、等級別に修得すべき能力、知
識等を明確にし、また、ＯＪＴ、任用、研修、自己研鑽等の手法により、管理職前の
職員の育成を図ることを主な内容とした人材育成プログラムを、平成１５年度に策定

。 、 、した この人材育成プログラムに基づき 研修等を通じて人材育成を進めるとともに
パソコンを通じた機構内ＬＡＮを利用した「掲示板」に、各種資格受験に係る情報、
設計から監督までの一貫した体験教育の取組事例の紹介等、情報提供を行った。
また、平成１５年度に引き続き、ＯＪＴと研修とが相まって効率的に実施できるよ
う当機構内部の階層別研修における研修内容の見直しを行った。
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２．自己研鑽し易い環境の整備
受験料等の補助対象資格の見直し（拡充）について職員へのアンケート調査を実施
し、補助対象資格を機構の業務に沿ったものとするよう見直しを行った。また、平成
１５年度に引き続き、業務に貢献できる資格を取得した職員の表彰を行うなどの環境
整備を図った。

以上の取組を行うことにより、平成１６年度には、公的資格保有率を１．１２へ向
上させることができた。

公的資格の対象

①法令等により有資格者の選任が義務付けられているもの又は管理業務上必要な
もの
（ 、 、 、 、 ）例えば 電気主任技術者 建築士 ダム管理主任技術者 陸上特殊無線技士等
②業務の円滑な遂行に資する資格
（例えば、電気工事士、土木施工管理技士、測量士、宅地建物取引主任者等）
③職員の資質向上に資する資格
（例えば、技術士、司法書士、行政書士、公認会計士等）
④業務に関連する新たな技術、情報の取得に役立ち、より高度なサービスの提供
につながる資格
（例えば、英語検定、コンクリート技士、ソフトウエア開発技術者等）

今後、中期目標等における目標を着実に達成すると見込む理由

平成１６年度には、平成１５年度に策定した人材育成プログラムに基づき、機構
内ＬＡＮによる情報提供及び補助対象資格の見直しを行った。平成１７年度以降も
引き続き、職員自らが積極的に自己研鑽し易い環境を作り、公的資格保有率の向上

、 、 、を図ることから 中期計画に掲げる職員の資質向上については 本中期目標期間中
着実に達成できると考えている。
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（２）効率的な業務運営
①情報化・電子化による業務改善
１）人事システムの総合システム化

（中期目標）
業務運営全体を通じて、情報化・電子化による業務改善、業務の外部委託等を図

ることにより、効率的で経済的な事業の推進が可能となる環境を確保すること。

（中期計画）
平成16年度までに、新人事制度導入に伴う人事システムの更新を実施すると

ともに、総務・人事部門の勤務時間管理、諸手当申請・認定、旅費等に係る定
型事務の効率化、簡素化を図るため、機構内での各種届出、申請等の業務を支

。 、援する電子申請システムの開発を行う 電子申請システムの開発に当たっては
ＢＰＲ（ＩＴを活用した業務プロセスの再構築）を実施し、業務プロセスの
簡素化を図るとともに、給与計算業務の効率化、省力化を図るため、人事シ
ステムと自動連携した人事総合システムとする。

（年度計画）
電子申請システムと人事システムを自動連携した総合システムの運用を開始する

とともに、運用上の問題点等を明らかにし、改善等を行う。

（年度計画における目標設定の考え方）

情報化・電子化により定型的な事務の効率化、簡素化を図ることにより、コストの縮減等、機構の

効率的な業務運営に資することを目的として、平成15年度に「電子申請システム」と「人事給与シス

テム」とを連携した「人事総合システム」を平成16年４月から本格運用を実施することとした。

平成16年度は 「人事総合システム」に関して、制度の改定に伴う項目及び業務効率の向上が期待、

できる項目等について、更なる各種業務処理の効率化を図ることを目的として、システムの改造を行

うこととした。

（平成１６年度における取組）
■ 人事システムの総合システム化
人事総合システムを平成１６年４月より本格運用を実施するとともに、運用上の問
題点等を改善すべく職員からの要望を聴取・検討した結果、システムの向上が明らか
に認められる項目について改善を実施した。

１．人事総合システムの運用開始
旅費、給与等といった定型的な業務についての効率化を図るため、従来、各事務所
の庶務担当者が行っていたこれらに係る各種申請書の作成等を、各職員が自ら行うよ
うにするべく、新たな「人事総合システム」の運用を平成１６年４月より開始した。

、 。また 新人事制度における給与体系や人事評価制度に対応したシステムを導入した
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図-1 電子申請トップ画面

２．システムの問題点の改善
平成１６年４月にシステムを導入するに当たって、まずＢＰＲ（Ｂusiness Ｐroce
ss Ｒeengineering）の実施（業務プロセスの見直し）が最優先と考え、不具合につ
いては、導入後の使用実態に応じ順次改善していくこととした。
具体のシステムの構築に当たっては、従来の方法にとらわれず、業務の見直しを検
討し、就業規則、給与規程等の改正が必要な事項は順次規程の改正を実施した。
また、制度の改定に伴う項目や平成１６年８月に実際に使用している職員から意見

聴取を行った結果、業務の効率化が期待できる項目（勤務、旅費、給与、評価等６９
項目）については、各種業務処理の効率化を図るためにシステムの改善を行った。
■システムの改善点

（ ）○システムの操作性の向上及び業務の簡素化が明らかに認められる事項 ６９項目
・勤務時間関係 ２３項目（勤務簿一括承認等連続処理機能の追加等）
・旅費関係 ２７項目（旅費の承認者編集機能の追加等）
・給与関係 ４項目（給与台帳の承認者編集機能の追加等）
・評価関係 ３項目（評価期間チェック機能の追加等）
・システム関係 ７項目（イベント申請機能の追加等）
・マニュアル関係 ４項目（誰でもが分かり易いマニュアルの作成等）
・その他 １項目（人事担当職員の全職員状況把握権限の付与）
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今後、中期目標等における目標を着実に達成すると見込む理由

平成１６年度には、システムの本格運用を開始し、定型業務の効率化・簡素化を
実施した。また、システムの問題点等を明らかにし、改善を行った。平成１７年度
以降も引き続き、人事総合システムの円滑な運用に努め、必要に応じ所要の改造等
を行い、更なるＢＰＲの推進を図ることから、中期計画に掲げる情報化・電子化に
よる業務改善（人事システムの総合システム化）については、本中期目標期間中、
着実に達成できると考えている。
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（２）効率的な業務運営
①情報化・電子化による業務改善
２）知識活用（ナレッジ）システムの実施

（中期目標）
業務運営全体を通じて、情報化・電子化による業務改善、業務の外部委託等を図

ることにより、効率的で経済的な事業の推進が可能となる環境を確保すること。

（中期計画）
個々の職員の持つ知識、ノウハウを組織全体として活用することができる機

構資料の検索機能、個々の職員が専門とする技術等に関する問い合わせ機能等
を有する知識活用（ナレッジ）システムについては、対象としている職員の割
合を、概ね50％（平成15年４月現在）から100％に拡大する。

（年度計画）
平成15年度に職員全員を対象とした業務経歴、得意分野等の職員が所有する情報

の蓄積を行い、システムの試行を開始した。平成16年度は、システムの試行を行い
ながら、更なる情報の蓄積を行い、共有する情報（知識、ノウハウ、経験、技術情
報等）の内容を充実するための方策を検討する。

（年度計画における目標設定の考え方）

個々の職員の持つ知識・ノウハウ（※）を、組織全体として活用を図るため平成１５年度からシス

テムの試行運用しているナレッジシステムについて、平成１６年度は、更なる情報の蓄積を行い、共

有する情報の内容の充実を図ることとした。

（平成１６年度における取組）
■ 知識活用（ナレッジ）システムの実施
１．技術系分野のＱ＆Ａコミュニティの充実

、 、 （ ） 、Ｑ＆Ａコミュニティについては 平成１５年度には 土木 設計 分野に加え機械
電気分野の入力フォームを拡大したが、平成１６年度には、コミュニティの利用の促
進を対象となる職員に呼びかけ、利用の促進を図った。
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図-1 ナレッジシステム

※個々の職員が持つ知識・ノウハウ：個々の職員が「仕事を行う上でのコツ」や「ノウハウ」として体

験等してきた、文書化されていない知識、頭の中にある知識。

Ｑ＆Ａコミニュティ 入力フォーム

図-2 ナレッジシステムデータベース画面その１

２．業務経歴、得意分野等の職員個人データベース（ノウフーＤＢ）の充実
ノウフーＤＢについては、平成１５年度より対象を技術系職員から全職員に拡大し
データの入力を行ったが、平成１６年度には全職員に呼びかけ最新データの追加・更
新等を実施し、内容の充実を図った。
また、ノウフーＤＢに関する利用方法がよく分からないとの声を受け、問合せ窓口
を開設し、職員が利用し易い環境整備を行った。

ナレッジシステム
　ナレッジシステムは、文書検索システムとデータベース群から構成しています。業務上
の疑問は以下の３つの方法で解決の糸口をみつけます。

　　１）各種ＤＢ群から自分で検索して解決の糸口をみつけます。
　　２）Ｑ＆Ａｺﾐﾆﾃｨに登録して回答を求めます。
　　３）履歴得意分野を登録したノーフーDBから解決してくれる人をみつけ電話します。

Ｑ＆Ａコミニティ

各種ＤＢ

ノーフーＤＢ

質問登録して回答を求める

文書検索

自分で検索する

規程・通達・他

質問者

職員

履歴登録

履歴・得意分野

疑問質問

各種ＤＢ
各種ＤＢ群
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ノウフーＤＢ

図-3 ナレッジシステムデータベース画面その２

今後、中期目標等における目標を着実に達成すると見込む理由

、 、 、平成１６年度には 平成１５年度に引き続き システムの試行運用を行いながら
情報の追加・更新等を行い、ナレッジシステム及びＱ＆Ａコミュニティの内容の充
実を図った。
今後は、更なる情報の蓄積（最新データの入力等）を行いシステムの充実を図る

こととしており、中期計画に掲げる情報化・電子化による業務改善（ナレッジシス
テムの実施）については、本中期目標期間中、着実に達成できると考えている。
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（２）効率的な業務運営
①情報化・電子化による業務改善
３）ＣＡＬＳ／ＥＣの推進

（中期目標）
業務運営全体を通じて、情報化・電子化による業務改善、業務の外部委託等を図

ることにより、効率的で経済的な事業の推進が可能となる環境を確保すること。

（中期計画）
ＣＡＤ（電子作図システム 、ＧＩＳ（地理情報システム）などシステムの）

統一化及びインターネットを利用した情報の共有化を推進する。また、電子納
品の対象工事においては、電子納品対象契約額を6,000万円以上から500万円以
上とし、契約額500万円以上の電子納品の割合を、６％（平成14年度実績）から1
00％に拡大する。

（年度計画）
情報の電子化、標準化を図るため、ＣＡＤ（電子作図システム）製図基準工種を

国に準ずることとし、14工種（平成15年度）から34工種に拡大するとともに、標準
化仕様と定めたＣＡＤのＳＸＦ（ＣＡＤデータ交換共通フォーマット）対応を推進
する。
工事完成図書の電子納品については、契約額500万円以上の全工種を対象に100％

実施する。
また、インターネットを利用した情報共有化の実証実験は、平成15年度に引き続

き２事業所で実施し、工事監督業務のＩＴ活用の有効性の検証を実施する。
この他、電子情報の有効活用としてＧＩＳ（地理情報システム）導入の検討を実

施する。

（年度計画における目標設定の考え方）

、 、 。平成 年度には ＣＡＬＳ／ＥＣの推進を図るため 次の項目を目標として設定することとした16

・ＣＡＤ（電子作図システム）について、システムの統一化を図るため平成16年度から国土交通省

制定基準を使用

・標準化仕様であるＣＡＤのＳＸＦフォーマット（ＣＡＤのＳＸＦデータ共通フォーマット）の推

進

・電子納品の推進を図るため、同納品の適用対象を契約金額500万円以上の全工種に拡大

・受発注者間の情報交換・共有の取組として、インターネットを利用した実証実験を平成15年度に

引き続き実施し、ＩＴ活用の有効性の検証を行うとともに、実証実験対象事務所の拡大

・電子情報を有効活用するためのＧＩＳシステム導入の検討
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（平成１６年度における取組）
■ ＣＡＬＳ／ＥＣの推進
１．ＣＡＤ製図基準の対象工種の拡大

・ＣＡＤ製図基準対象工種

ＣＡＤ（電子作図システム）製図基準工種を国に準じ、土木工事編を１４工種から
３４工種に拡大し、新たに機械設備工事編を追加した。また、ＣＡＤのＳＸＦ（ＣＡ
Ｄデータ交換フォーマット）対応の推進を図るため、各種ソフトについての情報収集
を行った。
工事完成図書の電子納品については、契約金額５００万円以上の全工種を対象に１

００％実施した。
表-1 ＣＡＤ製図基準対象工種（３４工種）

CAD製図基準 設計・工事共通の対象工種
No 工種大分類 工種中分類 対象工種 対応年度
１ 道路編 道路本体設計 道路 平成14年度
２ 歩道 平成16年度

３ 平面交差点 平成15年度
立体交差点 平成15年度４
道路休憩施設 平成16年度５

６ 一般構造物 平成16年度

７ 地下構造物設計 地下横断歩道 平成16年度

８ 共同溝 平成15年度

電線共同溝 平成15年度９
地下駐車場設計 地下駐車場 平成16年度１０

１１ 構造編 トンネル設計 山岳トンネル 平成14年度
１２ シールドトンネル 平成15年度

１３ 開削トンネル 平成16年度
１４ 橋梁設計 橋梁 平成14年度

１５ 河川・海岸 河川構造物設計 護岸 平成15年度
・砂防編

１６ 樋門・樋管、堰、水門、排水機 平成14年度
場

１７ 床止め 平成16年度
１８ 海岸構造物設計 堤防、護岸、緩傾斜堤、胸壁 平成16年度

１９ 突堤 平成16年度
２０ 離岸堤、人工リーフ、消波堤 平成15年度
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２１ 高潮、津波防波堤 平成16年度
２２ 人工岬 平成16年度
２３ 人工海浜 平成16年度
２４ 付帯設備 平成16年度
２５ 砂防構造物設計 砂防ダム及び床固工 平成15年度
２６ 流路工 平成16年度
２７ 土石流対策工及び流木対策工 平成16年度
２８ 護岸工 平成16年度
２９ 山腹工 平成16年度
３０ ダム本体構造設計 重力式コンクリートダム 平成15年度
３１ ゾーン型フィルダム 平成16年度
３２ 都市施設設計 宅地開発 宅地造成と区画道路 平成16年度都市施設編 （ ）
３３ 公園（基盤整備） 平成16年度
３４ 下水道（管路） 平成15年度

２．インターネットを利用した情報共有の実証実験
（１）実証実験実施事務所・対象工事

平成１５年度の２事業所４件から４事業所８件に拡大し、実証実験を実施した。
豊川用水総合事業部（幹線水路工事３件）
群馬用水総合事業所（サイホン工事１件・ポンプ工事１件）
香川用水総合事業所（調整池本体工事１件・トンネル工事１件）
大山ダム建設所（道路照明工事１件）

（２）実証実験の内容

実証実験については、平成１５年度に引き続き、工事施工中に授受する標準帳票の
うち、打合せ簿、段階確認簿、立会簿及び材料確認簿の授受を、インターネットを利
用した受発注者間の情報共有(ＡＳＰ)を利用して行った。
また、対象工事を土木工事から機械工事及び電気工事へ拡大し、実証実験内容の拡
充を図った。
その結果、土木工事以外の工種でも電子データで授受した資料で検査の効率化が図
られること、電子媒体での検査が対応可能であること、電子データの授受で業務効率
化に繋がる可能性等が確認できた。

３．電子納品に係る成果品の利用方策の検討
電子納品に係る成果品等、電子化された技術資料の有効活用方策として、平成１５
年度に引き続き、ＧＩＳの検討を行った。
（１）国土交通省等公共機関のＧＩＳの動向調査

①国土交通省等がインターネット上で公開しているＧＩＳの事例整理
②その他地方自治体等の先行事例収集
（２）機構における情報化の現状調査

○受発注者間における情報交換等の取組状況、ＧＩＳ利用状況・利用ニーズ等の調
査



- 43 -

今後、中期目標等における目標を着実に達成すると見込む理由

平成１６年度には、情報化・電子化による業務改善等を通じて、効率的かつ経済
、 、的に業務を行う環境を確保するため インターネットを利用した情報共有の推進や

ＣＡＤシステムの統一化等の検討を実施した。平成１７年度には、平成１６年度に
引き続き、ＣＡＤのＳＸＦ対応の推進を行うとともに、工事完成図書の電子納品に
ついても５００万円以上工事を対象とする。また、インターネットを利用した実証
実験を５事業所に拡大し、工事監督業務のＩＴ有効活用を図ることにより、中期

（ ） 、計画に掲げる情報化・電子化による業務改善 ＣＡＬＳ／ＥＣの推進 については
本中期目標期間中、着実に達成できると考えている。
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（２）効率的な業務運営
②組織間の役割分担の見直しと業務の一元化

（中期目標）
業務運営全体を通じて、情報化・電子化による業務改善、業務の外部委託等を図

ることにより、効率的で経済的な事業の推進が可能となる環境を確保すること。

（中期計画）
、 、 、平成17年度までに 今後における機構の役割 業務の見通し等を踏まえつつ

本社、支社、局及び事務所との間の役割分担を整理することにより、複数の部
署にまたがる業務の一元化を図る。

（年度計画）
効率的な業務運営を図るため、本社に労務関係業務及び福利厚生関係業務を統合

してつかさどる人事部労務厚生課設置することにより、人事部厚生課及び同部労務
課を廃止する。また、中部支社の木曽川及び豊川水系全体の水資源の開発又は利用
に関する調査等の業務を一元的につかさどる建設部企画調整課を設置することによ
り、建設部計画課及び管理部調査経済課を廃止する。

（年度計画における目標設定の考え方）

経営の一層の合理化・効率化を図るため、複数の部署にまたがる業務の執行体制の見直しを図り、

組織の改廃を推進することとした。

（平成１６年度における取組）
■ 組織間の役割分担の見直しと業務の一元化
平成１５年度には、経営の一層の合理化・効率化を図るため、本社、関西支社、吉

野川局及び筑後川局において業務の一元化等により、組織の改廃を行ったところであ
るが、平成１６年度も引き続き同様の取組として、本社の人事部厚生課及び労務課を
廃止し、労務関係業務及び福利厚生関係業務を扱う労務厚生課を設置して業務の一元
化を図ったほか、中部支社の建設部計画課及び管理部調査経済課を廃止し、建設部企
画調整課を設置し、愛知・豊川用水施設を含む木曽川及び豊川水系全体の水資源の開
発又は利用に関する調査等の業務の一元化を図った。
これにより本支社局の部課室数は、独立行政法人移行前の１８部室７０課室から平

成１６年度には１７部室５９課室となった。

今後、中期目標等における目標を着実に達成すると見込む理由

平成１６年度には、平成１５年度に引き続き関連する部署の業務について執行
体制の見直しを図り、本社・支社において課を統合することで、業務の一元化を
図った。今後も組織の役割分担を見直すことで、業務の一元化を進めることとし
ている。これにより、中期計画に掲げる組織間の役割分担の見直しと業務の一元
化については、本中期計画期間中、着実に達成できると考えている。
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（２）効率的な業務運営
③外部委託の実施

（中期目標）
業務運営全体を通じて、情報化・電子化による業務改善、業務の外部委託等を図

ることにより、効率的で経済的な事業の推進が可能となる環境を確保すること。

（中期計画）
庁舎管理、車両管理など単純、定型的な業務については、概ね100％の外部委

託を実施する。

（年度計画）
庁舎管理、車両管理など単純、定型的な業務については、概ね100％の外部委

託を実施する。

（年度計画における目標設定の考え方）

単純・定型的な業務について外部委託を実施することにより、効率的で経済的な事業の推進を図る

こととした。

（平成１６年度における取組）
■ 外部委託の実施
庁舎管理については、１００％実施済み。
車両管理については、概ね１００％実施した （約９９％ 車両運転管理に従事す。
る当機構職員１人）

今後、中期目標等における目標を着実に達成すると見込む理由

庁舎管理等については、既に１００％の外部委託実施済みである。また、車両管
理については、概ね１００％の実施に向けて取り組むことから、中期計画に掲げる
外部委託の実施については、本中期目標期間中、着実に達成できると考えている。
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（３）事務的経費の節減

（中期目標）
事務的経費（人件費（退職手当を除く ）を含み、本社移転経費を除く ）につい。 。

ては、特殊法人時の最終年度（平成14年度）と中期目標期間の最終年度を比較して
13％節減すること。

（中期計画）
機動的な組織運営や効率的な業務運営を図ることなどにより、事務的経費（人件

費（退職手当を除く ）を含み、本社移転経費を除く ）については、特殊法人時の。 。
最終年度（平成14年度）と中期目標期間の最終年度を比較して13％節減する。

（年度計画）
重点的かつ効率的な組織整備による機動的な組織運営や業務運営全体を通じた情

報化・電子化等の業務改善による効率的な業務運営を図り 事務的経費 人件費 退、 （ （
。） 。） 、 、 。職手当を除く を含む については 平成14年度に比較して ６％の節減を図る

（年度計画における目標設定の考え方）

中期計画の事務的経費（人件費（退職手当を除く ）を含む ）の節減に取り組むために、最終年度。 。

の目標達成に向けた具体的な数値目標を設定し、可能な項目から実施することとした。

（平成１６年度における取組）
次の各取組により、平成１４年度の事務的経費予算に比し、平成１６年度の事務的
経費予算は約６．４％の節減を図った。

■ 事務的経費の節減
人件費の節減については、定員の削減等により取り組んだ。また、それ以外の事務
的経費の節減については、各事務所において節減のためのアクションプログラム等を
作成して、その節減に取り組んだ。
取組の主なものとしては、組織間の役割分担の見直し及び業務の一元化の推進によ
り機動的な組織運営を図るとともに、人事総合システムによる申請業務の電子化及び
入札参加者に交付する設計図書をインターネットによりホームページから交付する方
法の本格実施等、業務改善による効率的な業務の運営を行った。

１．人件費等に関する節減
定員の削減により人件費の節減を図った （平成１４年度期首から平成１５年度期。
末までの間に５７名、平成１６年度期初から期末までの間に８９名の合計１４６名削
減）
また、平成１５年度実施の削減に加え、当機構独自に業績手当の支給月数△０．１
月の削減を実施した。
なお、平成１７年度の給与について、３％削減する方針を決定した〔詳細について

は、自主改善努力に関する事項（Ｐ．２７７）に記載 。〕
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２．物件費等に関する節減
（１）事務処理方法の見直し

①ファイル等事務用品の再利用に伴う節減
②事務等の効率化及び公用車利用に伴う旅費の節減
③コスト・パフォーマンスを勘案し、耐用年数を経過した備品の利活用に伴う節減
④両面コピー及びミスコピーの再利用に伴う節減
⑤図書、定期刊行物、追録の見直し等に伴う節減

（２）業務委託方法の見直し

①賄い業務及び車両管理業務の従事時間等の見直しに伴う節減
文書処理補助業務の従事期間等の見直しに伴う節減�

（３）維持管理方法の見直し

政府が設置している省エネルギー・省資源対策推進会議において、平成１６年６
月２８日付けで決定した「夏季の省エネルギー対策について」及び平成１６年１１
月２６日付けで決定した「冬季の省エネルギー対策について」を基に以下の取組を
行った。
①冷暖房の温度設定及びＯＡ機器のこまめな電源ＯＦＦに伴う節減
昼休みの全館一斉消灯及び電灯の間引きに伴う節減②

（４）ＩＳＯ１４００１の取組に伴う節減

前各項の取組事項のうち、電気使用量の節減、紙使用量の節減及び廃棄物の抑制
については 本社 筑後川局及び筑後大堰管理所では それぞれ平成１６年６月 本、 、 、 （
社 、同年９月（筑後川局及び筑後大堰管理所）より運用を開始したＩＳＯ１４０）
０１の規格に基づく環境マネジメントシステムにより実行した〔詳細については、
自主改善努力に関する事項（Ｐ．２８５）に記載 。〕

今後、中期目標等における目標を着実に達成すると見込む理由

平成１６年度には、人件費及び物件費等に係る経費節減の取組により、事務的経
費を平成１４年度に比べ６．４％（予算比較）節減した。引き続き、経費節減を図

、 、 、ることにより 中期計画に掲げる事務的経費の節減については 本中期目標期間中
着実に達成できると考えている。
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（４）事業費の縮減

（中期目標）
事業費については、特殊法人時の最終年度（平成14年度）と中期目標期間の最終

年度と比較して10％縮減すること。

（中期計画）
事業費については、単価の見直しや事業執行方法の改善等を通じて効率化を推進

し、特殊法人時の最終年度（平成14年度）と中期目標期間の最終年度と比較して10
％縮減する。

（年度計画）
事業費については、国の厳しい財政事情を考慮するとともに、単価や契約方式見

直し、事業執行方法の改善等を通じた効率化を推進することにより、平成14年度に
比較して、５％減となる。

（年度計画における目標設定の考え方）

平成16年度の事業費については、単価の見直しや事業執行方法の改善等を通じた効率的な業務の執

行により、その縮減を図り、施設の計画的かつ的確な新築及び管理等を実施することとした。

（平成１６年度における取組）
■ 事業費の縮減
１．事業費の効率的な執行
当機構の予算については、政府の予算編成により決定される（一部受託を除く ）。
こととなっており、平成１６年度当初予算は、同１４年度予算に比して７．９％減と
なった。
なお、平成１６年度予算では、補正予算等により約３０７億円の増（平成１４年度
予算に比して１．７％増）となり、徳山ダム建設事業、豊川用水二期事業及び印旛沼
開発施設緊急改築事業の更なる進捗を図るとともに、早明浦ダムの災害復旧を実施し
た。
事務的経費の節減やコスト構造改革に伴う総合的なコストの縮減等の手法により、
新築・改築事業及び管理業務の計画的で的確な推進を図った。

２．事業費縮減の取組
従前から取組を実施している事務用品等の消耗品の節減や、平成１２年９月に策定
された政府の「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」に基づく工事コストの

、 、「 」縮減に加え 事務的経費の節減への取組や 水資源機構コスト構造改革プログラム
に基づいた総合的なコストの縮減等により、新築・改築事業及び管理業務の計画的で
的確な推進を図った。
①事務的経費の節減 報告書１ （３）事務的経費の節減(Ｐ．４８)に記載．
②総合的なコスト縮減 ２ （４）総合的なコストの縮減(Ｐ．１２４）に記載．
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特に、総合的なコスト縮減の取組の一環として、試行導入を行った新契約制度「総
合評価落札方式」については、浦山ダムの堆砂除去工事に適用し、約１，６００千円
の縮減を図ることができた。

今後、中期目標等における目標を着実に達成すると見込む理由

事業費の縮減を図るため、平成１６年度には、業務の効率化等による事務的経費
の節減や、調達方式の見直し等も含めたコスト構造改革に伴う総合的なコストの縮
減等に関する各種取組を着実に実施した。引き続き、同様の取組を実施することに
より、中期計画に掲げる事業費の縮減については、本中期目標期間中、着実に達成
できると考えている。




